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福知山市告示第１７９号 

 

 福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）交付要綱を次の

ように定める。 

 

  令和８年８月２５日 

 

                    福知山市長  大 橋 一 夫 

 

福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）       

交付要綱 

 

（通則） 

第１条 この要綱は、本市が予算の範囲内において、福知山市脱炭素先行地域づくり

補助金（太陽光発電設備導入事業）（以下「補助金」という。）を交付することにつ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令（昭和２２年政令

第１６号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第

１７９号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付

金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱（令和４年３月３０日環政計発

第２２０３３０１号。以下「国要綱」という。）、地域脱炭素移行・再エネ推進交付

金実施要領（令和４年３月３０日環政計発第２２０３３０３号。以下「国要領」と

いう。）、福知山市補助金交付規則（昭和２８年福知山市規則第５号。以下「補助金

規則」という。）、その他の法令及び関連通知に定めるもののほか、必要な事項を定

める。 

（補助金の目的） 

第２条 この補助金は、本市の脱炭素先行地域（以下「先行地域」という。）において

脱炭素の取組を促進するため、地域脱炭素移行・再エネ推進事業計画（以下「事業

計画」という。）に定める施設及び土地（以下「施設等」という。）に交付対象とな

る設備を導入する場合に、その経費の一部を補助することにより、２０５０年ゼロ

カーボンシティの実現及び２０３０年ＣＯ２排出削減目標の達成に貢献すること

を目的とする。 

（用語の定義） 

第３条 この要綱における用語の定義は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）補助対象事業 事業計画に定める施設等に交付対象となる設備を導入する事

業をいう。 
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（２）補助事業者 この要綱に基づき、補助金の交付を受けて補助対象事業を実施す

る者をいう。 

（３）クレジット制度 省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用による

ＣＯ２等の排出削減量を「クレジット」として国が認証する制度をいう。 

（４）法定耐用年数 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令

第１５号）を勘案して、環境大臣が別に定める期間をいう。 

（５）再エネ１００％電力 再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、バイオマス

又は地熱）によって発電された電力（小売電気事業者等の再エネメニューの活用

又は再エネ等電力証書（地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第

宇１１７号）に基づく温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度における調整後

排出量の算定・報告に利用可能な国内認証排出削減量・海外認証排出削減量）の

活用による調達を含む。）をいう。 

（補助対象者） 

第４条 補助対象者は、事業計画に記載された交付対象となる設備の所有者となる者

であり、かつ、先行地域内で２０３０年度における民生部門の電力消費に伴うＣＯ

２排出ゼロ達成等に向けて取組を行う者であって、次のいずれかに該当する者とす

る。 

（１）補助対象事業を実施する施設等を所有する者又は施設等の所有者から交付対象

となる設備の設置について承諾を得ている者 

（２）前号の者に対しＰＰＡモデル又はリース契約により設備を提供する者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助金の交付を

受けることができない。 

（１）国税、都道府県税、市税等を滞納している者 

（２）福知山市暴力団排除条例（平成２４年福知山市条例第１７号）第２条第１号に

規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員等又は同条第４号に規定する暴

力団密接関係者 

（補助対象事業） 

第５条 補助対象事業は、国要領別紙１に定める交付要件を満たし、かつ、次の各号

に掲げる全ての要件を満たす設備の設置を目的とした事業とする。 

（１）事業計画に位置付けられたものであること。 

（２）各種法令を遵守した設備であること。 

（３）商用化され、導入実績がある設備であること。ただし、中古設備は交付対象外

とする。 

（４）法定耐用年数を経過するまでの間、補助対象事業により取得したＣＯ２等排出

削減効果についてクレジット制度への登録を行わないこと。 

（補助対象経費） 
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第６条 補助金の交付対象経費は、補助対象事業に要する経費のうち国要領別表第１

に定めるものをいう。ただし、金額は消費税及び地方消費税を除いたものとする。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額及び上限額は次に掲げるとおりとする。ただし、同一の交付対象

設備に対して、この補助金と他の法律又は予算制度に基づく国の負担又は補助を併

用することはできない。 

（１）補助金の額 補助対象経費に国要領別紙１に定める交付率を乗じて得た金額 

（２）補助上限額 国要領別紙１に定める額 

２ 市長は、事業計画、事業内容などにより補助対象額を査定及び精査した上で、補

助金の額を減額することができる。 

３ 市長は、前２項に基づき算定した金額の合計が当該年度の本補助金に係る国の交

付決定金額を超過する場合は、前２項の規定にかかわらず、補助金の額を減額し、

又は交付しないことができる。 

４ 前３項に基づき算出した補助金の額に千円未満の端数が生じる場合は、これを切

り捨てるものとする。 

５ 市長は、環境大臣からの交付決定の内容に応じて、補助事業者に対して、前各項

に定める方法により算出された金額を支払うことができる。 

（交付の申請） 

第８条 本補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、交付決

定を受けようとする年度の１２月１０日（福知山市の休日を定める条例（平成３年

福知山市条例第１８号）で定める休日（以下「休日」という。）に当たるときは、そ

の直前の開庁日）までに、福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備

導入事業）交付申請書（様式第１号）に本要綱の別表第１及び別表第２に掲げる書

類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があったときは、当該書

類の審査、必要に応じて行う現地調査等により、法令等への適合性、内容等の適正

性及び金額の算定の適否等を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、福

知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）交付決定通知書（様

式第２号）によりその旨を補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金交付の決定を行うに当たって、必要な条件を付

すことができる。 

３ 市長は、第１項の審査等に基づき適正な交付を行うため必要があるとき又は第７

条第３項の規定に基づき減額し、若しくは交付しないときは、補助金交付申請書に

係る事項に修正を加えて補助金の交付決定をすることができる。 

４ 市長は、第１項の審査等の結果、補助金を交付することが不適当であると認めた
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ときは、不交付を決定し、福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備

導入事業）不交付決定通知書（様式第３号）によりその旨を申請者に通知するもの

とする。 

（交付の条件） 

第 10 条 補助金の交付の決定には、次の条件を付すものとする。 

（１）補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取

得財産等」という。）について、管理するための台帳を備え、法定耐用年数の間、

善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的

運用を図らなければならない。 

（２）補助事業者は、あらかじめ市長の承認を受けなければ、取得財産等（取得価格

が単価５０万円以上の機械及び器具、備品並びにその他の重要な財産に限る。）

を、補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又

は取壊し（廃棄を含む。）してはならない。ただし、法定耐用年数を経過した場合

はこの限りでない。 

（３）補助事業者は、前号に規定する取得財産等を処分しようとするときは、あらか

じめ福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）財産処分

承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、福知山市脱炭素先行地域づくり補助

金（太陽光発電設備導入事業）財産処分承認通知書（様式第５号）による承認を

受けなければならない。なお、財産処分に係る承認申請、承認条件その他必要な

事務手続きについては、「環境省所管の補助金等で取得した財産の処分承認基準

について」（平成２０年５月１５日付け環境会発第０８０５１５００２号大臣官

房会計課長通知。以下「財産処分承認基準」という。）の例による。 

（４） 市長は、財産処分承認基準第４に定める財産処分納付金について、市長が定め

る期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る日数に

応じて民法（明治２９年法律第８９号）第４０４条の規定による法定利率により

計算した延滞金を徴するものとする。 

（５）市長は、補助対象事業の完了によって補助事業者に相当の収益が生ずると認め

られる場合には、補助金の交付の目的に反しない場合に限り、補助対象事業の完

了した会計年度の翌年度以降の会計年度において、補助金の全部又は一部に相当

する金額を補助事業者に納付させることができる。 

（６）補助事業者は、補助対象事業を実施するため、売買、請負その他の契約をする

場合は、一般の競争に付さなければならない。ただし、補助対象事業の運営上、

一般の競争に付すことが困難又は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随

意契約によることができる。 

（７）補助事業者は、補助対象事業として先行地域内の施設等に資産を形成する場合

であって、使用電力が民生部門に該当する場合には、当該施設等において２０３
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０年度までに電力消費に伴うＣＯ２排出実質ゼロを実現するため、再エネ１０

０％電力を導入し、また、２０３０年度末まで継続しなければならない。 

（８）補助事業者は、補助対象事業として先行地域内に太陽光発電設備を導入する場

合であって、発電した電気の全量または一部を売電する場合には、先行地域内で

２０３０年度までに民生部門の電力消費に伴うＣＯ２排出実質ゼロを実現する

ため、売電した電気を小売電気事業者等と連携して先行地域内の需要家に供給し、

また、２０３０年度末まで継続しなければならない。 

（補助対象事業の開始の承認申請） 

第 11 条 十分な工期確保のため補助対象事業の早期着手が必要な場合等、やむを得

ない事由により第９条第１項の規定による補助金の交付決定通知日前に補助対象

事業を開始しようとする場合、補助事業者は、福知山市脱炭素先行地域づくり補助

金（太陽光発電設備導入事業）事業開始承認申請書（様式第６号）に本要綱の別表

第３及び別表第４に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による事業開始承認申請書の提出があったときは、当該書類

の審査、必要に応じて行う現地調査等により、法令等への適合性、内容等の適正性

及び金額の算定の適否等を審査し、事業を開始することが適当と認めたときは、福

知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）事業開始承認通知

書（様式第７号）によりその旨を補助事業者に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により事業開始の承認を決定するに当たって、必要な条件を

付すことができる。 

４ 市長は、第２項の審査等の結果、適正な事業の実施のために必要があるときは、

事業開始承認申請書に係る事項に修正を加えて事業開始の承認をすることができ

る。 

５ 市長は、第２項の審査等の結果、事業を開始することが不適当であると認めたと

きは、福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）事業開始

不承認通知書（様式第８号）により補助事業者に通知するものとする。 

６ 補助事業者は、第２項の規定による事業開始承認通知日以降（事業開始承認通知

日の属する年度の翌年度以降にあっては、本市が通知する日以降）に、補助対象事

業を開始することができる。 

７ 補助事業者は、事業開始承認を受けた年度に実施した事業の着手状況について、

当該年度の３月３１日までに福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設

備導入事業）事業開始承認後着手状況報告書（様式第９号）に、着手状況が分かる

写真を添付して、市長に報告しなければならない。 

（補助対象事業の開始） 

第 12 条 補助対象事業の開始日は、補助事業者が補助対象事業に係る契約を締結し

た日又は工事に着手した日のいずれか早い方とし、原則として第９条第１項の規定
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による補助金の交付決定通知日以降としなければならない。ただし、次のいずれか

に該当する場合はこの限りでない。 

（１）補助事業者が、第１１条第２項の規定による事業開始承認通知を受けた場合 

（２）前年度以前に第９条第１項の規定による交付決定通知又は第１１条第２項の規

定による事業開始承認通知を受けている場合 

２ 補助事業者は、前項各号の規定により補助対象事業を開始した場合、当該補助対

象事業の交付決定がなされなかったとしても異議を申し立てることができない。 

（補助対象事業等の変更） 

第 13 条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、次表の左欄に掲げ

る変更の区分に応じ、同表の右欄に掲げる書類を、市長に提出し、あらかじめ市長

の承認を受けなければならない。 

（１）補助対象事業の内容又は経費の配分を変更しようとするとき（ただし、軽微な

変更を除く。）。 

（２）補助金の交付決定額に影響を及ぼす事項について変更しようとするとき（ただ

し、交付決定額から減額となる軽微な変更を除く。）。 

（３）補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助対象事業の遂行が困難

となった場合（ただし、交付決定通知日が属する年度の２月１０日（休日の場合

はその直前の開庁日）までに第１５条に規定する補助金実績報告書を提出できる

場合は、この限りでない。）。 

（４）その他市長が必要と認めるとき。 

変更の区分 書類 

第９条第１項に規定する交付決定

に係る変更の場合 

福知山市脱炭素先行地域づくり補助金

（太陽光発電設備導入事業）交付変更承

認申請書（様式第１０号）及び本要綱別

表第５に掲げる書類 

第１１条第２項に規定する事業開

始承認に係る変更の場合 

福知山市脱炭素先行地域づくり補助金

（太陽光発電設備導入事業）事業開始変

更承認申請書（様式第１１号）及び本要

綱別表第５に掲げる書類 

２ 市長は、前項の規定による補助金交付変更承認申請書又は事業開始変更承認申請

書の提出があったときは、その内容を審査し、変更の承認の可否を決定し、その結

果について、次の各号に定める様式により補助事業者に通知するものとする。 

（１）補助金交付変更承認申請書の提出があった場合は、福知山市脱炭素先行地域づ

くり補助金（太陽光発電設備導入事業）交付変更承認通知書（様式第１２号）・福

知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）交付変更不承認

通知書（様式第１３号） 
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（２）事業開始変更承認申請書の提出があった場合は、福知山市脱炭素先行地域づく

り補助金（太陽光発電設備導入事業）事業開始変更承認通知書（様式第１４号）・

福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）事業開始変更

不承認通知書（様式第１５号） 

３ 市長は、前項の規定による変更の承認の決定を行うに当たって、必要に応じて、

交付決定又は事業開始承認の内容の変更若しくは取消しをし、又は条件を付すこと

ができる。 

４ 補助事業者は、第１項各号に該当しない軽微な変更をしようとする場合は、遅滞

なく市長に報告の上、福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入

事業）軽微な変更届（様式第１６号の１）の提出又は第１５条に規定する補助金実

績報告書に記載することにより、補助金交付変更承認申請書又は事業開始変更承認

申請書の提出に代えることができる。なお、軽微な変更とは、補助金の目的の達成

に実質的に支障がない事項の変更をいう。 

５ 補助事業者は、補助金の振込先口座を変更しようとする場合は、福知山市脱炭素

先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）振込先口座変更届（様式第１６

号の２）を市長に提出しなければならない。 

（補助対象事業等の中止又は廃止） 

第 14 条 補助事業者は、補助金の交付の決定があった後、補助対象事業の全部若し

くは一部を中止し、又は廃止しようとする場合には、福知山市脱炭素先行地域づく

り補助金（太陽光発電設備導入事業）中止（廃止）承認申請書（様式第１７号）に

本要綱別表第６に掲げる書類を添えて市長に提出し、あらかじめ市長の承認を受け

なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による補助金中止（廃止）承認申請書の提出があったときは、

その内容を審査し、中止（廃止）の承認の可否を決定し、その結果について、福知

山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）中止（廃止）承認通

知書（様式第１８号）又は福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備

導入事業）中止（廃止）不承認通知書（様式第１９号）により補助事業者に通知す

るものとする。 

３ 市長は、前項の規定による承認の決定を行うにあたって、必要に応じて条件を付

すことができる。 

（実績報告） 

第 15 条 補助事業者は、交付決定を受けた補助対象事業が完了したときは、速やか

に福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）実績報告書（様

式第２０号）に本要綱の別表第７及び別表第８に掲げる書類を添えて、市長に提出

しなければならない。ただし、やむを得ない理由によって、提出に時間を要する見

込みとなった場合は、速やかに市長に報告のうえ、別途市長の指示に従うこと。 



 

8 

 

（補助金の額の確定） 

第 16 条 市長は、前条の規定による補助金実績報告書の提出を受けたときは、当該

書類の審査、必要に応じて行う現地調査その他の方法により、補助対象事業の実績

が補助金の交付の決定の内容（第１４条第２項に基づく中止又は廃止の承認をした

場合は、その承認された内容を含む。）及びこれに付した条件に適合するものであ

るかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

福知山市脱炭素先行地域づくり補助金（太陽光発電設備導入事業）額確定通知書（様

式第２１号）により補助事業者に通知するものとする。 

（是正のための措置） 

第 17 条 市長は、第１５条に規定する実績報告を受けた場合において、当該報告に

係る補助対象事業の実績が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合

しないと認めたときは、これらに適合させるために、必要な措置をとるよう補助事

業者に指示することができる。 

（補助金の交付等） 

第 18 条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、第１６条の規定に

よる補助金額確定通知を受領した日から起算して３０日以内又は交付決定通知日

が属する年度（複数年度にわたって実施する事業の場合は、交付の決定がなされた

交付申請書において補助金の交付を希望した年度）の３月１０日（休日の場合はそ

の直前の開庁日）のいずれか早い日までに福知山市脱炭素先行地域づくり補助金

（太陽光発電設備導入事業）交付請求書（様式第２２号）に本要綱別表第１０に掲

げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による補助金交付請求書の提出があったときは、速やかに補

助金を交付するものとする。 

（補助金の額の再確定） 

第19条 補助事業者は、第１６条の規定による補助金額確定通知の受領後において、

補助金に関して、違約金、返還金その他補助金に代わる収入があったこと等により

補助金に要した経費を減額するべき事情がある場合は、市長に対し当該経費を減額

して作成した実績報告書を第１５条に準じて提出するものとする。 

２ 市長は、前項に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、第１６条に準じて改め

て額の確定を行うものとする。 

３ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を再確定した場合において、その額

を超える補助金を既に交付しているときは、その超える部分の補助金の返還を命ず

るものとする。 

４ 前項に基づく補助金の返還については、次条第５項の規定を準用する。 

（交付決定の取消等） 

第 20 条 市長は、第１４条第１項の規定による補助金中止（廃止）承認申請書の提
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出があったとき又は補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１）偽りその他不正の行為によって補助金の交付を受けようとし、又は受けたとき。

（２）補助金を他の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（４）第４条第２項各号のいずれかに該当すると判明したとき。 

（５）前各号に掲げるもののほか、法令、条例、補助金規則若しくはこの要綱の規定

に違反したとき又は法令、条例、補助金規則若しくはこの要綱に基づく市長の指

示に従わなかったとき。 

２ 前項の規定は、補助対象事業について補助金の額の確定があった後においても適

用があるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する取消しをした場合は、福知山市脱炭素先行地域づくり

補助金（太陽光発電設備導入事業）交付決定取消兼返還命令書（様式第２３号）に

より補助事業者に通知するものとし、補助対象事業の当該取消に係る部分に関し既

に補助金が交付されているときは、期限を定めて補助事業者にその返還を命ずるも

のとする。 

４ 市長は、前項の返還を命ずる場合には、その命令に係る補助金の受領の日から納

付の日までの日数に応じて、年利１０.９５パーセントの割合で計算した加算金の

納付を併せて命ずるものとする。 

５ 第３項の補助金の返還期限は、その命令のなされた日から２０日以内とし、期限

内に納付がない場合は、市長は、未納に係る金額に対して、その未納に係る日数に

応じて年利１０.９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

（事情変更による交付決定の取消等） 

第 21 条 市長は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情の変更に

より特別の必要が生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消

し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。ただ

し、補助対象事業のうち既に執行した場合におけるその執行に係る部分については、

この限りでない。 

２ 市長が前項の規定により補助金の交付の決定を取り消すことができる場合は、次

の各号のいずれかに該当する場合とする。 

（１）天災地変その他補助金の交付の決定後に生じた事情の変更により補助対象事業

の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合 

（２）補助事業者が補助対象事業を遂行するため必要な施設等その他の手段を使用す

ることができないこと、補助対象事業に要する経費のうち補助金によって賄われ

る部分以外の部分を負担することができないことその他の理由により補助対象

事業を遂行することができない場合（補助事業者の責めに帰すべき事情による場
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合を除く。） 

（関係書類の保管） 

第 22 条 補助事業者は、補助対象事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿

等を常に整備し、補助対象事業の終了年度の翌年度から起算して５年間保存しなけ

ればならない。ただし、取得財産等について法定耐用年数を経過しない場合におい

ては、財産管理台帳その他関係書類を保存しなければならない。 

２ 前項の規定に基づき保管するべき帳簿等のうち、電磁的記録により保管が可能な

ものは、電磁的記録によることができる。 

３ 補助事業者が法人その他の団体であって、前２項に規定する帳簿等の保存期間が

満了しない間に当該団体が解散する場合は、その権利義務を承継する者に当該帳簿

等を引き継がなければならない。 

（補助事業者の責務） 

第 23 条 補助事業者は、次の各号に掲げる責務を負う。 

（１）補助対象設備の使用状況（太陽光発電設備の場合は、発電量の自家消費割合等）、

先行地域内の施設等の電力使用量及びその他必要な事項に関して、市が実施する

調査に協力すること。 

（２）本市の脱炭素先行地域に関する各種取組の推進や地域課題解決を図る再エネ事

業への参画等、本市の脱炭素先行地域づくりのため市長が協力を求めるときは、

これに協力するよう努めること。 

（３）補助対象事業の内容について、市が脱炭素推進を目的とした広報活動に利用す

ることに協力すること。 

（状況報告） 

第 24 条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対して、経理状況その

他必要な事項について、補助対象事業の遂行状況に関する報告をさせ又は検査を行

うことができる。 

（その他） 

第 25 条 補助事業者は、この要綱に疑義が生じたとき、この要綱により難い事由が

生じたとき、あるいはこの要綱に記載のない細部については、市長に速やかに報告

し、その指示を受けるものとする。 

２ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関する必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和８年８月２５日から施行する。 


